
（４） 里親及び小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム） 

４－ 21表 里親の登録・委託状況 

単位 人  

年  度 

登  録  状  況 委     託     状     況 

新  規 

登録者数 

登  録 

取 消 数 

年 度 末 

登録者数 

児童が委託されている里親 児      童 

年 度 中 年 度 末 年 度 中 年 度 末 

新 規 取 消 総 数 新 規 解 除 総 数 男 女 

平成22年度 99 (51) 95 (46) 613 (445) 75 (50) 69 (40) 298 (268) 113 (88) 95 (66) 395 (365) 199 196 

27 143 (68) 97 (31) 756 (512) 87 (56) 54 (37) 325 (288) 109 (78) 83 (65) 398 (360) 185 213 

29 155 (59) 131 (44) 793 (537) 98 (56) 64 (31) 372 (316) 126 (82) 86 (50) 459 (400) 210 249 

30 162 (61) 103 (34) 852 (564) 82 (58) 74 (36) 380 (338) 114 (90) 110 (73) 463 (417) 205 258 

令和元 203 (79) 91 (38) 951 (605) 105 (55) 84 (52) 398 (341) 131 (81) 121 (88) 473 (410) 216 257 

２ 139 (71) 54 (24) 1,036 (652) 107 (51) 85 (51) 420 (341) 144 (85) 130 (90) 487 (405) … … 

３ 123 (68) 120 (62) 1,039 (658) 99 (48) 100 (47) 419 (342) 132 (77) 123 (71) 496 (411) … … 

注  （ ）内は養育家庭の再掲である。 

資料 少子社会対策部育成支援課 

 

４－ 22表 小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）の状況 

単位 所、人  

年  度 
事 業 

所 数 
定 員 

入所（年度中） 退所（年度中） 在籍（年度末） 委 託 状 況 

措 置 

人 員 
その他 

措 置 

人 員 
その他 

措 置 

人 員 
その他 

年 度 中 年 度 末 

委託数 解除数 総 数 男 女 

平 成 22 年 度 10 60 21 - 17 - 47 - 21 17 47 25 22 

27 18 107 22 - 13 - 82 - 22 13 82 40 42 

29 19 113 12 - 14 - 81 - 12 14 81 42 39 

30 25 149 44 - 18 - 107 - 44 18 107 52 55 

令 和 元  29 174 51 - 34 - 124 - 51 34 124 59 65 

２ 31 186 26 - 18 - 132 - 26 18 132 … … 

３ 31 186 31 - 41 - 122 - 31 41 122 … … 

資料 少子社会対策部育成支援課 

 
（５） その他 

４－ 23表 児童養護施設入所児童修学金等の支給状況 

単位 人、千円  

年  度 
修     学     金 大  学  修  学  支  度  金 

人   員 金   額 人   員 金   額 

平成 22年度 512 173,206 75 11,837 

27 589 197,109 46 12,055 

29 624 209,536 57 14,183 

30 609 205,256 46 10,755 

令和元  618 126,291 57 15,560 

２ 544 151,536 69 17,507 

３ 516 124,097 52 14,032 

注１ 修学金の支給対象者は、児童福祉法第27条による児童養護施設措置児童で、高等学校又は各種学校に入学又は在学している者である。 

 ２ 大学修学支度金は、上記の措置児童のうち大学等に進学する者である。 

資料 少子社会対策部育成支援課 

 

４－ 24表 児童養護施設入所児童就職支度費の支給状況 

単位 人、千円 

年  度 
総     数 就 職 児 童 職 業 訓 練 児 童 

人  員 金  額 人  員 金  額 人  員 金  額 

平成 22年度 132 21,737 132 21,737 - - 

27 123 34,070 123 34,070 - - 

29 125 33,744 125 33,744 - - 

30 82 24,207 82 24,207 - - 

令和元  104 30,681 104 30,681 - - 

２ 79 19,838 79 19,838 - - 

３ 62 18,036 62 18,036 - - 

注  支給対象者は、児童福祉法第27条による児童養護施設措置児童である。 

資料 少子社会対策部育成支援課 

 

５ ひ と り 親 福 祉
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（１） ひとり親相談

５－１表 母子・父子自立支援員の新規相談受付状況

単位 件、％

年 度 総 数 生活一般 児 童
生 活 援 護

そ の 他
総 数 母子福祉資金 父子福祉資金 そ の 他

平 成 年 度 ・

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

令 和 元

令 和 ２ 年 度

令 和 ３ 年 度

注 （ ）は、令和３年度の構成比である。

資料 少子社会対策部育成支援課

（２） 母子及び父子福祉資金

５－２表 母子及び父子福祉資金貸付決定状況

（５－２表の１） ａ 母子福祉資金貸付決定状況

単位 件、千円

項 目 平成 年度 令和元 ２ ３

総 数

事 業 開 始 資 金

事 業 継 続 資 金

修 学 資 金

技 能 習 得 資 金

修 業 資 金

就 職 支 度 資 金

医 療 介 護 資 金

生 活 資 金

住 宅 資 金

転 宅 資 金

就 学 支 度 資 金

結 婚 資 金

臨時児童扶養資金

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数 ・ ・ ・ ・ ・ ・

金額 ・ ・ ・ ・ ・ ・

注１ 新規貸付と継続貸付の合計である。

２ 平成 年度以降は、八王子市分を除く。

３ 端数処理のため、総数と内訳の計が一致しない場合がある。

４ 臨時児童扶養資金の実施期間は、令和元年 月から令和２年１月までである。

資料 少子社会対策部育成支援課
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（１） ひとり親相談

５－１表 母子・父子自立支援員の新規相談受付状況

単位 件、％

年 度 総 数 生活一般 児 童
生 活 援 護

そ の 他
総 数 母子福祉資金 父子福祉資金 そ の 他

平 成 年 度 ・

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

令 和 元

令 和 ２ 年 度

令 和 ３ 年 度

注 （ ）は、令和３年度の構成比である。

資料 少子社会対策部育成支援課

（２） 母子及び父子福祉資金

５－２表 母子及び父子福祉資金貸付決定状況

（５－２表の１） ａ 母子福祉資金貸付決定状況

単位 件、千円

項 目 平成 年度 令和元 ２ ３

総 数

事 業 開 始 資 金

事 業 継 続 資 金

修 学 資 金

技 能 習 得 資 金

修 業 資 金

就 職 支 度 資 金

医 療 介 護 資 金

生 活 資 金

住 宅 資 金

転 宅 資 金

就 学 支 度 資 金

結 婚 資 金

臨時児童扶養資金

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数

金額

件数 ・ ・ ・ ・ ・ ・

金額 ・ ・ ・ ・ ・ ・

注１ 新規貸付と継続貸付の合計である。

２ 平成 年度以降は、八王子市分を除く。

３ 端数処理のため、総数と内訳の計が一致しない場合がある。

４ 臨時児童扶養資金の実施期間は、令和元年 月から令和２年１月までである。

資料 少子社会対策部育成支援課

ｂ 父子福祉資金貸付決定状況 （５－２表の２）

単位 件、千円

項 目 平成 年度 令和元 ２ ３

総 数
件数
金額

事 業 開 始 資 金
件数
金額

事 業 継 続 資 金
件数
金額

修 学 資 金
件数
金額

技 能 習 得 資 金
件数
金額

修 業 資 金
件数
金額

就 職 支 度 資 金
件数
金額

医 療 介 護 資 金
件数
金額

生 活 資 金
件数
金額

住 宅 資 金
件数
金額

転 宅 資 金
件数
金額

就 学 支 度 資 金
件数
金額

結 婚 資 金
件数
金額

臨時児童扶養資金
件数 ・ ・ ・ ・ ・
金額 ・ ・ ・ ・ ・

注１ 新規貸付と継続貸付の合計である。

２ 八王子市分を除く。

３ 端数処理のため、総数と内訳の計が一致しない場合がある。

４ 臨時児童扶養資金の実施期間は、令和元年 月から令和２年１月までである。

資料 少子社会対策部育成支援課

５－３表 母子及び父子福祉資金償還状況

ａ 母子福祉資金償還状況

単位 件、千円、％

年 度

現 年 度 過 年 度

調 定 償 還
償 還 率

調 定 償 還
償 還 率

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

平 成 年 度

令 和 元 度度

令 和 ２ 度度

令 和 ３ 度度

注１ 平成 年度以降は、八王子市分を除く。

２ 都外に転居した利用者からの償還分を含む。

資料 少子社会対策部育成支援課

ｂ 父子福祉資金償還状況

単位 件、千円、％

年 度

現 年 度 過 年 度

調 定 償 還
償 還 率

調 定 償 還
償 還 率

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

平 成 年 度

令 和 元 年 度

令 和 ２ 年 度

平 成 ３ 年 度

注 八王子市分を除く。

資料 少子社会対策部育成支援課
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（３） 児童

５－４表 児童

（５－４表の１）

単位 世帯、件、人、％

総 数

母 子 世 帯

年度末・区分 生 別 母 子 世 帯 死 別 母 子
世 帯

未婚の母子
世 帯

障 害 者
世 帯

遺 棄 世 帯
Ｄ Ｖ 保 護
命 令 世 帯離婚世帯 そ の 他

平成 年度末

都 ・

国 ・

計 ・

平成

都

国 ・

計

平成

都

国 ・

計

平成

都

国 ・

計

令和元

都

国 ・

計

平成２

都

国 ・

計

平成３

都

国 ・

計

（構成比）

平成 年度末

都 ・

国 ・

計 ・

平成

都

国 ・

計

平成

都

国 ・

計

平成

都

国 ・

計

令和元

都

国 ・

計

平成２

都

国 ・

計

平成３

都

国 ・

計

注１ 児童扶養手当法の改正（昭和 年）による旧法分を国、新法分を都として計上している。

２ 平成 年８月から父子家庭にも支給対象が拡大した。

資料 少子社会対策部育成支援課
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（３） 児童

５－４表 児童

（５－４表の１）

単位 世帯、件、人、％

総 数

母 子 世 帯

年度末・区分 生 別 母 子 世 帯 死 別 母 子
世 帯

未婚の母子
世 帯

障 害 者
世 帯

遺 棄 世 帯
Ｄ Ｖ 保 護
命 令 世 帯離婚世帯 そ の 他

平成 年度末

都 ・

国 ・

計 ・

平成

都

国 ・

計

平成

都

国 ・

計

平成

都

国 ・

計

令和元

都

国 ・

計

平成２

都

国 ・

計

平成３

都

国 ・

計

（構成比）

平成 年度末

都 ・

国 ・

計 ・

平成

都

国 ・

計

平成

都

国 ・

計

平成

都

国 ・

計

令和元

都

国 ・

計

平成２

都

国 ・

計

平成３

都

国 ・

計

注１ 児童扶養手当法の改正（昭和 年）による旧法分を国、新法分を都として計上している。

２ 平成 年８月から父子家庭にも支給対象が拡大した。

資料 少子社会対策部育成支援課

扶養手当

扶養手当受給状況

（５－４表の２）

父 子 世 帯

そ の 他
の 世 帯

異動状況（累計）

受給対象
児 童

生 別 父 子 世 帯 死別父子
世 帯

未婚の父子
世 帯

障 害 者
世 帯

遺棄世帯
ＤＶ保護
命令世帯

取 得 喪 失
離婚世帯 そ の 他

・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・
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５－５表 児童扶養手当受給資格者数、区市町村別

単位 人 令和４年３月末現在

区市町村
受 給 資 格 者

都道府県・市等支給対象者 国 支 給 対 象 者
全部支給 一部支給 計 停 止 全部支給 一部支給 計 停 止 全部支給 一部支給 計 停 止

総 数

区 部

千代田 区
中 央 区
港 区
新 宿 区
文 京 区

台 東 区
墨 田 区
江 東 区
品 川 区
目 黒 区

大 田 区
世田谷 区
渋 谷 区
中 野 区
杉 並 区

豊 島 区
北 区
荒 川 区
板 橋 区
練 馬 区

足 立 区
葛 飾 区
江戸川 区

市 部

八王子 市
立 川 市
武蔵野 市
三 鷹 市
青 梅 市

府 中 市
昭 島 市
調 布 市
町 田 市
小金井 市

小 平 市
日 野 市
東村山 市
国分寺 市
国 立 市

福 生 市
狛 江 市
東大和 市
清 瀬 市
東久留米市

武蔵村山市
多 摩 市
稲 城 市
羽 村 市
あきる野市

西東京 市

郡 部

瑞 穂 町
日の出 町
檜 原 村
奥多摩 町

島 部

大 島 町
利 島 村
新 島 村
神津島 村
三 宅 村

御蔵島 村
八 丈 町
青ヶ島 村
小笠原 村
資料 少子社会対策部育成支援課  
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５－５表 児童扶養手当受給資格者数、区市町村別

単位 人 令和４年３月末現在

区市町村
受 給 資 格 者

都道府県・市等支給対象者 国 支 給 対 象 者
全部支給 一部支給 計 停 止 全部支給 一部支給 計 停 止 全部支給 一部支給 計 停 止

総 数

区 部

千代田 区
中 央 区
港 区
新 宿 区
文 京 区

台 東 区
墨 田 区
江 東 区
品 川 区
目 黒 区

大 田 区
世田谷 区
渋 谷 区
中 野 区
杉 並 区

豊 島 区
北 区
荒 川 区
板 橋 区
練 馬 区

足 立 区
葛 飾 区
江戸川 区

市 部

八王子 市
立 川 市
武蔵野 市
三 鷹 市
青 梅 市

府 中 市
昭 島 市
調 布 市
町 田 市
小金井 市

小 平 市
日 野 市
東村山 市
国分寺 市
国 立 市

福 生 市
狛 江 市
東大和 市
清 瀬 市
東久留米市

武蔵村山市
多 摩 市
稲 城 市
羽 村 市
あきる野市

西東京 市

郡 部

瑞 穂 町
日の出 町
檜 原 村
奥多摩 町

島 部

大 島 町
利 島 村
新 島 村
神津島 村
三 宅 村

御蔵島 村
八 丈 町
青ヶ島 村
小笠原 村
資料 少子社会対策部育成支援課  

（４） 母子生活支援施設

５－６表 母子生活支援施設の状況

単位 所、世帯、人

年度・区分

施

設

数

定

員

在 籍 者 数
入 所 者 数
（ 年 度 中 ）

退 所 者 数
（ 年 度 中 ）

措 置 私的契約 措 置 私的契約 措 置 私的契約

世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員

総数

平成 年度 公立

私立

総数

公立

私立

総数

公立

私立

総数

公立

私立

総数

令和元 公立

私立

総数

令和２ 公立

私立

総数

令和３ 公立

私立

注 施設数、定員、在籍者数は、各年度３月１日現在
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（５） ひとり親家庭ホームヘルパー

５－７表 ひとり親家庭ホームヘルパー派遣状況（派遣延回数）

単位 回、世帯

年 度 ・ 区 分
総 数 区 部 市 町 村 部

計 母 子 父 子 計 母 子 父 子 計 母 子 父 子

延べ派遣回数

平成 年度 利用実世帯数

平均派遣回数

延べ派遣回数

利用実世帯数

平均派遣回数

延べ派遣回数

利用実世帯数

平均派遣回数

延べ派遣回数

利用実世帯数

平均派遣回数

延べ派遣回数

令和元 利用実世帯数

平均派遣回数

延べ派遣回数

令和２ 利用実世帯数

平均派遣回数

延べ派遣回数

令和３ 利用実世帯数

平均派遣回数

注１ 国実施要綱上の派遣内容となるひとり親家庭ホームヘルパー派遣のみの数値である。

２ 平成 年度以降は、八王子市を除く。
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